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ＤＢの財政運営弾力化措置について
の通知発出
ＤＢの財政運営弾力化措置について
の通知発出
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三菱ＵＦＪ年金ニュース三菱ＵＦＪ年金ニュース三菱ＵＦＪ年金ニュース

標記につき意見募集が行われておりました*1が、省令改正*2

に伴う通知*3が発出されましたので、ご案内致します。（下線
部が今回明らかになった点）
＜通知の主な内容＞
１．掛金の引上げ猶予（平成24年3月末まで）
２．下方回廊方式の導入（平成24年3月末基準まで）
また厚年基金に関する内容については通知発出済み*4です。
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•掛金引上げ猶予を行う場合に提出する書類「実施事業所の経営状況が悪
化して事業主が掛金を拠出することが困難であることを示した書類」の様式
が明らかになりました。

•掛金引上げ猶予を行う場合の必要書類と提出時期が明らかになりました。
・提出書類
①財政再計算報告書等
②「実施事業所の経営状況が悪化して事業主が掛金を拠出することが困
難であることを示した書類

•・提出時期
掛金の引上げを行うこととなっていた日の前日まで

*1 年金ニュースＮ0.157でご案内済
*2 年金ニュースＮ0.167でご案内済
*3 「確定給付企業年金の財政運営に係る特例的扱い等について（平成21年7月27日 年発0727第2号）」
*4 年金ニュースＮ0.162でご案内済

→次頁以降イメージご参照

※ご参考に厚年基金のお客様にも送付させて頂きます。

「１.実施事業所の経営状況」「２.掛金引上げが困難な理由」「３.猶予の対
象である掛金引上げの時期」「４.３の掛金を計算した財政再計算の基準
日」「５.猶予の範囲（全部または一部）」「６.備考」

記載項目
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１．掛金引上げ猶予１．掛金引上げ猶予

平成22年4月から平成24年3月末までに適用開始する標準掛金、特別掛金、特例掛金の
全部又は一部の引上げ猶予が可能。
⇒平成22年4月前の掛金設定（平成21年2月末以前の決算）への適用は不可。
掛金の引上げを行うこととなっていた日の前日までに以下の書類を地方厚生局宛提出が
必要（掛金の一部引上げを実施する場合は、認可申請等の際に以下の種類を提出）
①財政再計算報告書等
②「実施事業所の経営状況が悪化して事業主が掛金を拠出することが困難であることを示
した書類」

Ｈ21.3末

掛金引上げ
猶予

掛
金
引
上
げ

財
政
検
証
抵
触

Ｈ22.3末 Ｈ23.3末 Ｈ24.4.1～

従来

掛
金
負
担
が
困
難

で
あ
る
こ
と
を
示

し
た
書
類
の
提
出

期
限

平成24年4月～の掛金はH23.3末基
準で算出するものと思われる（必ず
掛金UPする訳ではない）

２．下方回廊方式２．下方回廊方式

• 平成21年3月末から平成24年3月末までを基準日とする継続基準抵触による財政計算の
特別掛金において適用可能。
⇒平成21年2月末以前の決算への適用は不可。

• 特別掛金計算において許容繰越不足金の全部又は一部を解消しなくてもよい。
• 財政再計算等は適用対象外（財政再計算等は不足金の全額解消が必要）。
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掛金引上げ幅の低減
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責任準備金 ＞
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必ず解消すべき不足金額
（下方回廊方式）

従来の解消対象不足金額

下方回廊方式

従来

Ｈ24.3末

必ずしも解消しなくてもよい不足金
（下方回廊方式）

以上


